メリットへの反論
住民投票は健全に機能しません。行政や議員に比べ、一般市民の持つ情報が極めて少ないためです。

島根大学教授で元逗子市長の冨野暉一郎氏は、1997年の著書『住民投票』（今井一編著、日経大阪PR企画出版部、59～60ページ）で以下のように述べています。「多くの市民はまず町のことを知りません。行政は膨大な情報を抱えている。市長になって見てその違いの大きさにおどろいた。住民は情報を持っていないだけでなくて、持とうとしない。だからはっきり言って目隠しされている状態です。〔…中略…〕つまり、皆さんはなまけ者であることを自覚するべきで、行政に要求しているだけではだめなんです。住民投票を安易に考えて欲しくない根拠の一つです」。 引用を終わります。

しかも、住民投票では与えられる情報も扇動的で誤ったものになります。

読売新聞1996年8月5日朝刊より引用します（3ページ）。「〔巻町の住民投票の〕第二〔の問題〕は、巻町で展開された原発賛否をめぐる論争の在り方だ。原発の安全性については、感情的な否定論が目立ち、すれ違いに終始した。しかも、国の原子力円卓会議での原子力委員会代理の発言が、一部の間違った報道をもとに『過疎地は電力の大消費地である都会の犠牲になれ、と本音をはいた』というような、住民感情を逆なでするような過激な言葉にすり替えられ、宣伝された」。引用を終わります。

住民投票は民意を反映する制度にはなりえません。住民投票は、かえって官僚による支配を強化するからです。

聖学院大学教授の大山礼子氏は、1999年の著書『住民投票』（新藤宗幸編著、ぎょうせい、113ページ）で述べています。「住民投票の実施状況をみると、住民投票が果たしてテクノクラシーの排除に効果をもつのかどうかは疑問だ。とりわけ行政主導の住民投票の場合は、議会の関与を排除することによって、むしろテクノクラシーの強化につながる可能性すらある」。引用を終わります。

正しい議員を選べない有権者は、正しい政策を住民投票では選べません。

評論家の西部邁氏は、1996年の雑誌『THIS　IS　読売』（10月号、40～1ページ）で以下のように述べています。「議員を選んだのは、ほかでもない、民衆なのである。腐敗した候補者しかいなかったというのは言い逃れにすぎない。清潔この上ない民衆のうちの誰かが立候補すればよかっただけのことである。健全な代表者を選出する能力すらない自分たちに、なぜ、個別具体的な政策について健全な判断力が備わっていると考えることができるのか、莫迦も休みやすみいえとはこのことである」。引用を終わります。

